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基 本 項 目：新時代沖縄の到来  
  
実 施 項 目：働きやすい環境づくりと多様な人材の活躍促進 
  
重点施策事業名：地域連携プラットフォーム構築に向けた環境整備事業（継続）  
 
事 業 期 間：令和４年度～ 
  
部 課 等 名：総務部 総務私学課 
 

１ 事業の目的・内容  
地域社会における大学等の役割を強化し、質の高い高等教育機会の確保や産業

界のイノベーションの創出、将来的な人口減少や高齢化に向けた社会課題解決に
つなげるため、「地域連携プラットフォーム」を構築し、産学官相互が恒常的に
対話し連携を行うための環境づくりに取り組む。 

 
２ 事業の実績  

                                (単位：千円) 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初 

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

地 域 連 携

プ ラ ッ ト

フ ォ ー ム

構 築 に 向

け た 環 境

整備事業 

 

 

 

 

 

 

 

607 １ 地域連携プラッ

トフォーム構築に

向けた環境整備事

業 

・地域社会における

大学等の役割を強化

し、社会課題の解決

につなげるための環

境づくりに取り組

む。 

90 １ 地域連携プラッ

トフォーム構築に

向けた環境整備事

業 

・地域連携プラット

フォーム準備会合を

設置し、プラットフ

ォーム構築に向けた

体制等の検討を行っ

た。 

最終予算額 

607 

執行率 

14.8％ 

不用額 

517 

 
３ 事業の効果/課題 

⑴ 地域連携プラットフォーム構築に向けた環境整備事業 
効果： 地域社会における課題の検討及び解決並びに産学官相互が恒常的に対

話し連携を行うための「地域連携プラットフォーム」を構築するための
環境づくりに取り組んだ。 

       令和６年度は、県において地域連携プラットフォーム準備会合を設置
し、プラットフォーム構築に向けた体制等の検討を行った。 

課題： 各界各層の意見を集約し、今後のプラットフォームの組織や議論の方
向性を検討していく必要がある。 
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基 本 項 目：誇りある豊かさ 
  
実 施 項 目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり 
  
重点施策事業名：所有者不明土地管理費（継続） 
 
事 業 期 間：昭和 47 年度～ 
 
部 課 等 名：総務部 管財課 
 

１ 事業の目的・内容  
沖縄戦によって登記簿等の公募類が焼失したことにより所有者が判明しない土

地を、真の所有者に返還するまでの間、適正に管理する。 
また、所有者不明土地問題について、法制上の措置及び財政措置などに早期に

取り組むとともに県民の財産としての有効活用に配慮するよう、国に求めてい
く。 

 
２ 事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

所 有 者 不

明 土 地 管

理費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

32,607 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  所有者不明土

地管理費 

・ 1,482 筆 （ 沖 縄
県 管 理 分 ） の 所 有
者 不 明 土 地 の 管 理
を行う。 

・早期の抜本的解

決が図られるよう

引き続き、国に求

めていく。 

・ 検 討 会 や 連 絡 会

議 で 関 係 者 と 意 見

交換を行う。 

 

23,665 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  所 有 者 不 明 土

地管理費 

・ 当 初 計 画 の と お
り 1,482 筆の管理
を行った。 
 
・ 沖 縄 及 び 北 方 対
策 担 当 大 臣 に 抜 本
的 解 決 の 取 組 の 加
速 を 求 め る 要 望 書
を手交した。 

・ 内 閣 府 に よ る 検

討 会 や 連 絡 会 議 に

参 加 し 、 説 明 や 課

題提示を行った。 

最終予算額 

32,607 

執行率 

72.6％ 

不用額 

8,942 

 

 
 

３ 事業の効果/課題 
⑴ 所有者不明土地管理費 

効果： 所有者不明土地の保全、貸付けに伴う貸付料徴収を行うなど、真の所
有者に代わり所有者不明土地を適正に管理した。 

これまでと同様、沖縄担当大臣等に対し、法制上の措置及び財政措置
など取組の加速を求める要請を行った。 

また、内閣府が開催した検討会や連絡会議に参加し、管理の実態を説
明するとともに課題提示を行った。 

課題： 沖縄戦に起因する所有者不明土地を対象とした表題部所有者不明土地
適正化法に基づく所有者探索が全筆対象とされる可能性が低いことや、
令和５年４月施行の改正民法による新たな財産管理制度においても利害
関係人の存在しない土地は処分不可能であることから、現行法制度では
抜本的解決（全筆の解消）が図られないと考えている。 

戦後 80 年余りが経過し、真の所有者探索はさらに困難となってい  
      る。 
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基 本 項 目：誇りある豊かさ 
  
実 施 項 目：心豊かで、安全・安心に暮らせる島づくり 
  
重点施策事業名：防災危機管理センター棟（仮称）整備事業（継続） 
 
事 業 期 間：令和２年度～令和９年度 
 
部 課 等 名：総務部 管財課 
 

１ 事業の目的・内容  
様々な危機事案に迅速かつ的確に対応し、県民の生命、身体及び財産の保護 

並びに生活の安全の確保ができるよう、災害対策本部機能を備えた防災危機管 
理センター棟（仮称）を整備する。 

 
２ 事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

防 災 危 機

管 理 セ ン

タ ー 棟

（ 仮 称 ）

整備事業 

354,920 

 

１  防災危機管理

センター棟（仮

称）整備事業 

・埋蔵文化財調査

の完了と建物本体

仮設工事の発注を

行い事業全体の進

捗を図る。 

163,142 

 

１  防災危機管理

センター棟（仮

称）整備事業 

・発掘に伴い、埋

蔵文化財調査範囲

が広がり、調査の

進捗が遅れた。ま

た、建物本体工事

に向けて設計を見

直した。 

最終予算額 

354,920 

執行率 

46.0％ 

翌 年 度 繰越 額  

191,141 

不用額 

637 

 

 
 

３ 事業の効果/課題 
⑴   防災危機管理センター棟（仮称）整備事業 

効果： 防災及び危機管理機能を強化するとともに、平常時は研修・交流施設
として利用し、地域防災力の向上を図る。 

課題： 工事期間中は建設予定場所である駐輪場や大型車両等駐車場が利用で
きなくなる等の制約が生じるため、県庁利用者のほか関係者の協力が必
要となる。また、敷地が狭あいであることから、施工に際しては各事業
者の作業が錯綜することがないよう全体の進捗を把握・調整し、作業効
率を確保した上で、安全管理は特に配慮する必要がある。 
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築 
  
実 施 項 目：教育振興 
  
重点施策事業名：私立学校通学費負担軽減事業（継続）  
 
事 業 期 間：令和２年度～ 
  
部 課 等 名：総務部 総務私学課 
 

１ 事業の目的・内容  
家庭の経済環境にかかわらず安心して学業に励むことができる環境の整備を図 

  るために、私立中学・高校在学生のバス・モノレール通学費支援を行う。  
 

２ 事業の実績  
(単位：千円) 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初 

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

私 立 学 校

通 学 費 負

担 軽 減 事

業 

 

 

 

 

 

34,259 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 私立学校通学費

負担軽減事業 

・私立中学・高等学

校等に通う低所得世

帯の生徒のバス及び

モノレール通学費を

支援する。 

 

 

36,307 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 私立学校通学費

負担軽減事業 

・私立中学・高等学

校等に通う低所得世

帯の生徒 598 人のバ

ス及びモノレール通

学費を支援した。 

 

 

☆ 

最終予算額 

40,247 

執行率 

90.2％ 

不用額 

3,940 

 

 

 
３ 事業の効果/課題 

⑴ 私立学校通学費負担軽減事業 
効果： 私立中学校及び高等学校等に在籍する低所得世帯の生徒のバス及びモ

ノレールの通学費を支援し、保護者の経済的負担軽減を図った。 
課題： 引き続き、本制度の周知に努め、私立中学校及び私立高等学校等に在

籍する生徒の通学費負担の軽減を図る。 
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築 
  
実 施 項 目：教育振興 
  
重点施策事業名：高等学校等就学支援金事業（継続）  
 
事 業 期 間：平成 22 年度～ 
  
部 課 等 名：総務部 総務私学課 
 

１ 事業の目的・内容  
全ての意思ある高校生等が安心して教育が受けられるよう、就学支援金を給付

し、経済的負担の軽減を図る。 
 

２ 事業の実績  
                                (単位：千円) 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初 

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

高 等 学 校

等 就 学 支

援金事業 

 

 

 

 

3,981,574 

     

 

 

 

 

 

 

１  高等学校等

就学支援金事

業 

・私立高校生等

に対し授業料の

一 部 を 助 成 す

る。 

 

 

 

 

3,537,639 

 

 

 

 

 

 

 

１ 高等学校等 

就学支援金事 

業 

・私立高校生等 

19,777 人に対し

授業料の一部を

助成した。 

 

 

最終予算額 

3,635,301 

執行率 

97.3％ 

不用額 

97,662 

 

 

 

 
３ 事業の効果/課題 

⑴  高等学校等就学支援金事業 
効果： 高等学校等の授業料に充てるため就学支援金を支給することにより、

教育費負担の軽減を図り、教育の機会均等に寄与した。 
課題： 通信制高校については、毎年度新入生の増減が大きく、また、年度途

中においても入学生、転学生及び退学者が発生することを踏まえ、より
正確な予算額の見積もりに努める。 

       引き続き、本制度の周知に努めるとともに私立高校等に通学する生徒
に係る授業料負担の軽減を図る。 
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築 
  
実 施 項 目：教育振興 
  
重点施策事業名：私立専修学校授業料等減免事業（継続）  
 
事 業 期 間：令和２年度～ 
  
部 課 等 名：総務部 総務私学課 
 

１ 事業の目的・内容  
家庭環境にかかわらず大学等へ進学し、社会で自立し活躍出来る人材育成を 

図るため、私立専修学校の授業料及び入学金の支援を行う。 
 

２ 事業の実績  
（単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初 

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

私 立 専 修

学 校 授 業

料 等 減 免

事業 

 

 

 

 

1,422,981 

 

 

 

 

 

 

 

１  私 立 専 修 学

校 授 業 料 等 減

免事業 

・ 低 所 得 世 帯 等

の 授 業 料 及 び 入

学 金 を 減 免 す る

専 門 学 校 等 を 補

助する。 

 

 

1,219,079 

 

 

 

 

 

１  私 立 専 修 学

校 授 業 料 等 減

免事業 

・ 低 所 得 世 帯 等

の 授 業 料 及 び 入

学 金 を 減 免 す る

専門学校 

48 校（2,725 人)

に補助した。 

 

最終予算額 

1,304,111 

執行率 

93.5％ 

不用額 

85,032 

 

 

 

 
３ 事業の効果/課題 
 ⑴ 私立専修学校授業料等減免事業 
  効果： 専修学校（専門課程）に通う低所得世帯や多子世帯等の学生の授業料及 
     び入学金の減免により、保護者の授業料負担の軽減を図った。 
  課題： 引き続き、本制度の周知に努め、専修学校（専門課程）に通学する学生 
     に係る授業料等負担の軽減を図る。 
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築 
  
実 施 項 目：教育振興 
  
重点施策事業名：私立学校等教育振興費（継続）  
 
事 業 期 間：昭和 47 年度～ 
  
部 課 等 名：総務部 総務私学課 
 

１ 事業の目的・内容  
私立学校に対して運営費の補助をはじめ、各種の助成を行う。 

 
２ 事業の実績  

  (単位：千円) 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初 

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

私 立 学 校

等 教 育 振

興費 

 

 

 

 

 

 

 

 

2,724,704 

 

 

 

 

 

 

１ 私立学校等 

教育振興費 

・ 私 立 学 校 の 経

常 費 等 に 対 し 助

成を行う。 

 

 

 

2,705,346 

 

 

 

 

 

 

１ 私立学校等 

教育振興費 

・私立学校 17 校

の 経 常 費 等 に 対

し 助 成 を 行 っ

た。 

 

 

最終予算額 

2,725,202 

執行率 

99.3％ 

不用額 

19,856 

 

 

 

 

 
３ 事業の効果/課題 

  ⑴  私立学校等教育振興費 
効果： 私立学校の経常費等に対して助成することにより、経営の安定化・健

全化を図ったほか、低所得世帯への奨学のための給付金の支給等によ
り、教育費負担の軽減を図り、教育の機会均等に寄与した。 

課題： 引き続き、私立学校の経営の安定化・健全化を図るとともに、低所得
世帯の教育費負担の軽減を図る。 
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基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築 
  
実 施 項 目：沖縄文化の保存・継承・創造と更なる発展 
  
重点施策事業名：琉球政府関係文書デジタル・アーカイブ事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成 25 年度～令和 13 年度 
 
部 課 等 名：総務部 総務私学課 
 

１ 事業の目的・内容  
琉球政府関係文書をデジタル化し、公開することにより、県民の琉球政府関係

文書に対する理解を深め、学術の振興及び文化の継承・発展に寄与する。 
 

２ 事業の実績  
                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

琉球政府

関係文書

デジタル

・アーカ

イブ事業

  

105,778 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  琉 球 政 府 関 係 

文 書 デ ジ タ ル ・ 

アーカイブ事業 

・ 琉 球 政 府 関 係 文

書 の デ ジ タ ル デ ー

タを 2,000 簿冊作

成し、4,000 簿冊の

デ ー タ を ホ ー ム ペ

ージで公開する。 

 

 

103,773 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１  琉 球 政 府 関 係 

文 書 デ ジ タ ル ・ 

アーカイブ事業 

・ 琉 球 政 府 関 係 文

書 の デ ジ タ ル デ ー

タを 2,211 簿冊作

成 し 、 5,923 簿 冊

の デ ー タ を ホ ー ム

ペ ー ジ で 公 開 し

た。 

 

 

☆ 

最終予算額 

103,773 

執行率 

100.0％ 

不用額 

0 

 

 

 

 

 
３ 事業の効果/課題  

⑴  琉球政府関係文書デジタル・アーカイブ事業 
効果： 琉球政府関係文書をデジタル化し、インターネットで公開することに

より、これまで公文書館の利用が困難であった離島や遠隔地の利用者も
資料の閲覧が可能となり、県民の学術の振興及び文化の継承・発展に寄
与することができる。 

課題：これまで、沖縄県公文書館が所蔵する琉球政府文書やＵＳＣＡＲ（米国
民政府）文書のデジタル・アーカイブを進めているが、復帰から 50 年以
上経過した現在、沖縄戦及び戦後の貴重な記録を失うリスクも高まって
きていることから、未所蔵の琉球政府関係文書等の調査・収集に取組
み、県民の利用の充実を図る必要がある。 

 
   

 



－ 35－

基 本 項 目：沖縄らしい優しい社会の構築 
  
実 施 項 目：沖縄文化の保存・継承・創造と更なる発展 
  
重点施策事業名：在米沖縄関係資料収集公開事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成 29 年度～令和９年度 
 
部 課 等 名：総務部 総務私学課 
 

１ 事業の目的・内容  
米国国立公文書館に所蔵されている沖縄関係資料を収集し、インターネットで

公開することにより、沖縄戦及び戦後の米国統治時代等の沖縄関係資料に対する
県民の理解を深め、学術の振興及び文化の継承・発展に寄与する。 

 
２ 事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

在米沖縄

関係資料

収集公開

事業 

12,008 

 

 

 

 

１ 在米沖縄関係 

資料収集公開事 

業 

・米国国立公文書

館に所蔵されてい

る沖縄戦及び戦後

の米国統治に関す

る資料（写真及び

動画）を 3,205 点

収集し、3,000 点

をホームページで

公開する。 

11,935 

 

 

 

 

１  在米沖縄関係 

資料収集公開事 

業 

・米国国立公文書

館に所蔵されてい

る沖縄戦及び戦後

の米国統治に関す

る資料（写真及び

動画）を 3,442 点

収集し、3,442 点

をホームページで

公開した。 

 

☆ 

最終予算額 

11,935 

執行率 

100.0％ 

不用額  

0 

 

 

 

 

 

 

 

 
３ 事業の効果/課題  

⑴ 在米沖縄関係資料収集公開事業 
効果： 米国国立公文書館に所蔵されている沖縄戦や戦後の米国統治下の沖縄

に関する写真等を収集し、県民の利用に供することにより県民の学術の
振興及び文化の継承・発展に寄与することができる。 

課題： 資料の収集に当たっては、米国国立公文書館の利用環境の確認を行う
など情報収集を徹底し、適切な時期に資料収集を実施できるよう、事業
の早期着手に取り組む必要がある。 

 
 

   

 



－ 36－

基 本 項 目：その他 
  
実 施 項 目：その他 
  
重点施策事業名：公共施設マネジメント推進事業（継続） 
 
事 業 期 間：平成 26 年度～ 
 
部 課 等 名：総務部 管財課 
 

１ 事業の目的・内容  
県が管理する公共施設等の総合的な利活用を図るため、県の公共施設等総合管

理計画に基づき、施設規模、配置、機能等の適正化（保有総量の縮小）、予防保
全の導入及び施設長寿命化による、安全・安心の確保並びにコスト縮減等を推進
する。 

 
２ 事業の実績  

                              （単位：千円） 

 

重点施策 

事 業 名 

令 和 ６ 年 度 

備 考 
計  画 実  績 

当 初 

予算額 
事業内容 決算額 事業内容 

公 共 施 設

マ ネ ジ メ

ン ト 推 進

事業 

5,090,290 

(1,016,769) 

１ 大規模改修

工事等 

・ 平 和 祈 念 資 料

館 、 畜 産 研 究 セ

ンター等、計 72

施 設 の 大 規 模 改

修 又 は 緊 急 修 繕

に 係 る 設 計 又 は

工 事 若 し く は 修

繕を行う。 

3,421,946 

(904,405) 

１ 大規模改修

工事等 

・平和祈念資料

館、畜産研究セ

ンター等、計 81

施設の大規模改

修又は緊急修繕

に係る設計又は

工事若しくは修

繕を行った。 

最終予算額 

5,090,290 

(1,016,769) 

執行率 

67.2％ 

翌 年 度 繰越 額  

1,005,850 

不用額 

662,494 

(112,364) 

 

 

 
３ 事業の効果/課題  

⑴ 大規模改修及び緊急修繕 
効果： 建築躯体の保護及び建物内部の設備等の更新による長寿命化、並びに

緊急的に修繕を行う必要がある施設について、安全性等の向上が図られ
た。 

課題： 施設を運営しながらの改修工事である場合は、施設利用が制限される
ため、施設管理者との調整・連携を密に行う必要がある。また技術職が
不在の所属・施設が多く発注に不慣れなほか、必要な修繕・改修箇所の
把握に課題がある。 

 


